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2ページをご覧ください。第3四半期の業績は、売上高こそ円安によるガス料金原料費調整の影響
で増収となり、１兆４,３５３億円と第3四半期として過去最高を更新しましたが、営業利益・経常利益・
当期純利益そろって減益となりました。その主な要因は後ほどご説明する通り、上期の猛暑により家
庭用等のガス販売量が減少したことから、気温によるガス粗利減少が対前年マイナス１億４,１００万
ｍ3・１１２億円発生したことにあります。それでも、３利益とも史上３位を記録しております。 
 
売上高９９９億円・７.５％の増加要因は、都市ガスの４６０億円増、LNG販売の数量増等の１８２億円
増、海外事業の稼働増等の５８億円増などです。このうち円安によるガス料金のスライド影響は８６７
億円となりました。なお、１２月に実施した料金引き下げ影響は６億円で、その内訳は小口で約２億５
千万円・大口で３億５千万円です。 
一方、営業費用１,１１０億円・９.０%増は、円安影響等による都市ガス原料費が５６７億円、ＬＮＧ販売
原料費用が１７５億円増加したこと、電力等によるものです。 
 
以上により、営業利益は１１２億円・１１.３%減の８７８億円となりました。 

営業外収支はオーストラリアドルの下落等により為替差損益が５７億円悪化、また前年度にあった東
京電力鹿島発電所向けの大口専用設備料収入が２２億円剥落したこと等により７３億円悪化しまし
た。このため経常利益は１８６億円･１８.３%減の８３１億円となりました。 
特別利益は前年度のガスマレーシアIPOに伴う株式売却益２９億円の剥落などにより３３億円悪化し
た一方、特別損失は閉館する環境エネルギー館の新規減損計上１８億円があったものの、前年度
の有価証券評価損３４億円の解消などにより１８億円改善し、特別損益では１４億円悪化しました。こ
の結果、税引後当期純利益は８９億円･１３.８%減の５５１億円となりました。 
 

なお、原料価格の変動に伴うスライドタイムラグは、中ほど下段に記載の通り前期より４４億円改善し、
１７６億円の営業利益寄与となりました。 
１２月末現在の年金運用実績は年間収益目標２％に対して０.０６%のリターンとなっております。株
価が上昇する中、当社は従前より安定的な収益を獲得するために債券中心の運用にシフトしている
ため、他社と比較して低めのリターンになっております。今期末時点の割引率を現状の  １.６%、こ
れは昨年度末を０.２％上回りますが、と想定しますと、数理差異はプラス３２億円となり、来年度の諸
給与を３２億円引き下げる効果がありますが、金利については不透明なことから現時点では参考数
値としてお受け止め下さい。 
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３ページ第３四半期の連結ガス販売量は、対前期比６億９,５００万m3・６.４%減の１０１億３,

０００万m3となりました。気温影響でマイナス１億４,１００万m3、マイナス１,３%相当、電力事

業向けガス販売量の一部が電力委託契約・トーリングとなった影響が、マイナス７億９００万
m3・マイナス６.５%相当あったことから、燃転による新規発電所稼働が１億９,４００万m3、プ
ラス１.８%相当があったものの、全体ではマイナスとなりました。 
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 なお、トーリング化による会計変更を除外した実質ガス量は４ページ中段にあるように、マ
イナス４,５００万m3、０.４%の減少にとどまりますし、気温影響も除外すれば、実質０.９%増
加しております。年率３から４％で伸びてきた実績を考えると、低水準の伸びと言わざるを
得ませんが、その背景には大型発電所のトラブルによる一時稼働減や、コンバインドサイク
ル改良工事による停止、定期修理実施時期のずれなどの個別事情と、石炭火力稼働開始
に伴う電力需給の緩み、さらには、コージェネレーション稼働率の低迷などが考えられます。 



５ページ６ページではセグメント別の売上高・営業利益とその要因を記載しておりますので簡単にコ
メントいたします。 

売上高が増加している要因は、原料費調整制度による都市ガス料金の単価増８６７億円と、扇島パ
ワーステーションのトーリング化に伴う都市ガス売上高の連結セグメント間調整額３４０億円の減少で
す。器具工事の増収は、新築住宅の加速によるガス工事量の増加と、エネファーム・ＴＥＳ温水シス
テムの販売増によるものです。不動産の売り上げ減少は賃貸ビルの賃料値下げによるものです。そ
の他セグメントは、海外事業でプルート生産開始に伴う増加、買収したシェールガス田バーネットか
らの売上新規発生、メキシコの発電所の子会社への融資利息収入の減マイナス１９億など合計５８
億円の増収、一方、エンジニアリング部門で国内大型ＬＮＧ基地建設終了に伴う減収９２億円や、Ｌ
ＮＧタンカー事業の輸送賃上昇による増収２３億円がありました。 

 

営業利益では都市ガスは粗利の大きい家庭用の販売量減が最大の原因です。電力分野ではトーリ
ング移行の影響は連結収支トータルでは変わりませんが、ガス益分が昨年度のガス部門から今年
度は電力部門に３７億円移行しています。従いまして、昨年度との比較で言えば、電力事業は実質
３８億円の営業減益となりますが、販売単価は上昇したものの、発電所の定期点検により販売電力
量が対前年同期５.１%減となったことが主要因です。その他の分野は売り上げの減少に伴う利益減
となります。 
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続きまして８ページで通期の収支見通しを、昨年１０月にお示しした見通しとの対比でご説明します。 

まず、販売量につきましては、対前回見通しで０.９%・１億２,６００万m3上方修正いたしました。この内第４四半
期のみの対前回は１億３,６００万m3上方修正いたしました。詳しくは９ページをご覧ください。 

 家庭用および業務用は、調定率が上がっていることならびに１２月および１月の気温が対前回見通しで低く
推移していることを勘案し、それぞれ１,４００万m3と１,１００万m3上方修正しております。 

 工業用は、鉄鋼分野のガス販売が稼働増により前回見通しより好調であること、および東電鹿島火力の次
年度から稼働開始するコンバインド化工事が順調に進捗し、試運転の時期が早まったこと等を反映し、合計
で  ９,２００万m3上方修正しております。 

 卸販売は、主に第３四半期の実績差を反映させ、８００万m3上方修正しました。 

８ページにお戻りいただいて、このようにガス販売量を上方修正したものの、営業利益は対前回見通しマイナ
ス９０億円下方修正し、１,５００億円となる見込みです。 

 これは主に、表の下段に書いておりますが、為替レートの見込みの違いによるもので、前回は下期を１ドル１
００円で見通しましたが、円安が加速し、今回は１０２.７３円、第４四半期だけでは１０５円と前提を置いているこ
とから、下期のスライド差が対前回見通しでマイナス１１０億円悪化することが理由です。 

また、営業外収支では、直近の円安・豪ドル安傾向を反映して為替差損益が対前回見通し１２億円悪化し、
マイナス５３億円となる見込みです。 

以上により、経常利益は対前回１００億円下方修正し、１,４３０億円に、当期純利益は対前回６０億円下方修
正し９７０億円の見通といたしました。 

先ほど申し上げ通り、今年度はサハリンⅡやプルートの価格差並びに、電力会社のスポット調達の高価格化
によりＪＴ差が非常に大きな過回収となっております。来年度につきましては、電力スポットの調達見通しは現
時点で不透明ですが、サハリン・プルートの両プロジェクトの価格見直し分は剥落する見通しであるため大幅
に減少する見通しとなっております。また、為替動向については現状より円安に振れる可能性が高いことから
、期ずれについても楽観を許さない状況にあります。スライド差の来年度見通しの具体的水準については、
現時点で具体的な数値を申し上げることはできませんので、本年４月の本決算発表時にお話しいたします。 
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１１ページ１２ページにはセグメントの見通しと、その主な差異理由を示しました。 

都市ガスセグメントは先ほどご説明いたしましたとおり、販売量増で ２２億円、スライド差で
マイナス１１０億円、料金引き下げ原資捻出のための固定費削減２２億円等により、６６億円
の営業利益減となる見込みです。なお、本年度分の料金引き下げ影響は６３億円を見込ん
でおり、小口４７億円・大口１６億円となっておりますが、中間期の見通しとは３億円の増加
を見込みました。 

器具・工事は堅調な住宅新設を反映し８億円の増益を見込みました。 

また、電力事業の販売量は０.４％の増量を見込みましたが、燃料費の上昇によりマイナス４
億円の減益となります。電力以外のその他エネルギー部門では、原料費の上昇等からＬＮ
Ｇ販売事業がマイナス１５億円の下方修正、エネルギーサービス事業は数量増により１１億
円の上方修正となる見込みです 

その他セグメントの中の海外事業ではマイナス３４億円の大幅な下方修正となっております
が、これはバーネットの減価償却費が当初の見込み間違いにより増加した事、プルートの
営業利益減によるものです。 

なお、１１ページの売上高セグメントの調整額増減額がマイナス１７８億円と大きな数字にな
っておりますが、中間時のセグメント間の親子間取引の相殺額を過少に見積もっていたも
ので、同時に費用の調整額も同額過少に見積もっていたことから営業利益への影響はあり
ませんが、今回訂正するものです。 

 





１３ページ１４ページの対前年度実績比較は省略いたしますが、おそらく第４四半期だけを
差し引いて比較される方もいらっしゃると思いますので、一言言及いたしますが、第４四半
期のみの比較では営業利益で対前年１５６億円改善する見込みです。これはスライドタイム
ラグが前年第４四半期は急激な円安が始まった直後でマイナス２５６億円の未回収であっ
たものが、今年度はマイナス６５億円の若干の未回収に収まることで、１９１億円の利益改
善があるもので、これに料金改定５７億円の影響を加えると、ほぼ説明できます。 





1５ページにはキャッシュフローの使途、１６ページには資金計画、そして１７ページには主
要計数表が記載されておりますので、ご参考にお願いします。設備投資減は、工程変更
や、コストダウン成果によるものです。投融資額が、２０３億円マイナスなのは無件名案件２
００億円の支出が見込まれないためです。 
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